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再   申   入   書 

 

当ＮＰＯ法人の申入書に対し、真摯なご対応をいただきましたことにつき、敬意を表し

ます。 

さて、貴社より過日頂きました「平成１９年３月２８日付 回答書」について、その趣

旨は概ね理解致しましたが、更に契約内容を適正化するとともに受講申込者に対して契約

内容を明確化する見地から、以下のとおり善処されるよう申し入れます。 

 なお、貴社の更なるご対応策について、お手数ですが、本書面到着後１ヶ月以内に文書

にてご回答のうえ、あわせて新しい学則及び受講申込書等の資料をご送付いただきますよ

う、お願い申し上げます。 

 

第１ 再申入れの趣旨 

１ 貴社の各講座の約款中、貴社学則の該当部分を見直されるにあたっては、特定商取引

に関する法律中のパソコン教室に関する規定に則った内容ではなく、当ＮＰＯ法人がご送

付しました平成１９年３月１日付書面に記載のとおり、学習塾に関する解約手数料の規定

に則ったものとしていただきたい。 

２ 貴社学則の見直しとあわせて、受講申込者による契約解除の扱いについては、受講申
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込書等に明記される体裁とされたい。 

 

第２ 再申入れの理由 

１ 特定商取引に関する法律においては、特定継続的役務提供契約の解除によって通常生  

ずる損害の額を役務ごとに定めているところ、貴社の講座は、基礎講座から系列・対象の

異なる資格取得講座やそれらを組み合わせた発展型講座があり、パソコン教室とは同様な

ものとは認められず、その内容・形態において学習塾に類似しているため。 

２ 受講申込者による契約解除の扱いについて定めた貴社学則の該当部分は、受講申込書

等にその内容を記載しなくては、受講申込者（消費者）にとって契約内容が明瞭でないた

め。 

 

以上 

  


